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巻頭言� 共同参画に寄せて

Foreword

一般社団法人
日本経済団体連合会
会長
榊原 定征

　女性活躍は女性だけの問題ではない。男性も女性も含めて、企業における
働き方や、社会全体の意識を変えなければならない。そのためには、トップ
の明確なコミットメントと強力なリーダーシップが不可欠である。安倍政権
が女性の活躍を成長戦略の柱として掲げてから2年。総理のリーダーシップ
により、日本の社会は、確実に変わり始めている。
　経団連は会員企業に対し、女性の役員・管理職登用に関する自主行動計画
の策定を要請している。既に430社以上の野心的な計画を、経団連のホーム
ページ上に公表した。この取り組みを契機として、新たに計画を策定した
り、より高い目標を設定したりするなど、多くの企業が着実に前進している
ことを実感している。また6月には、経団連史上初めて女性の役員が誕生す
る。これも経済界が変わるという明確なメッセージとして、経営トップに響
くことを期待したい。
　少子高齢化により労働力人口は着実に減少し、グローバル化に伴い企業を
取り巻く競争環境はますます激化する。変わることを恐れている時間はな
い。遠からず大企業の社長や経団連の会長や副会長に女性が就く日が来るこ
とを信じて、皆さんと共に前進したい。Sakakibara Sadayuki

主な予定
Schedule

＊本年は「北京＋20」。また、我が国が女子差別撤廃条約を批准してから30年です。

6月 男女雇用機会均等月間（主唱：厚生労働省）

6月23日～29日 男女共同参画週間（主唱：男女共同参画推進本部）

6月24日 男女共同参画社会づくりに向けての全国会議
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▼公式ホームページはこちら▼公式Facebook始めました！▼『輝く女性応援会議』オフィシャルブログ

は、「輝く女性応援会議」に関連する記事です

オフィシャルブログ
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Special Feature 特集

「男女間における暴力に関する
調査（平成26年度調査）」について

内閣府男女共同参画局推進課

　内閣府では、男女間における暴力
に関する実態を把握するため、3年
毎に調査を実施しています。今回の
調査では、平成26年12月に、全国の
20歳以上の男女5,000人を対象に無
作為抽出によるアンケート調査を実
施しました。3,544人（女性1,811人、
男性1,733人）から回答がありました。
　前回（平成23年度）の調査と今回
の調査を比較してみると、配偶者か
らの暴力を受けたことが「何度もあ
った」と回答した人が、前回の調査
では女性10.6％、男性3.3％、今回の
調査では女性9.7％、男性3.5％とな
っており、被害状況に大きな変化は
見られず、依然として被害が深刻な
実態にあることが確認されました。
　調査結果の概要は次のとおりで
す。調査結果の全文は、男女共同参
画局ホームページ（

）でご覧にな
れます。

1　配偶者からの被害経験
• �女性の9.7％、男性の3.5％が何度
も被害を受けている
• �被害を受けた女性の44.9％はどこ
にも相談していない
• �配偶者（事実婚や別居中の夫婦も
含む）から、“①身体的暴行”（例
えば、なぐったり、けったり、物
を投げつけたり、突き飛ばしたり
するなどの身体に対する暴行）、
“②心理的攻撃”（例えば、人格を
否定するような暴言、交友関係や
行き先、電話・メールなどを細か
く監視したり、長期間無視するな
どの精神的な嫌がらせ、あるい
は、自分もしくは自分の家族に危
害が加えられるのではないかと恐
怖を感じるような脅迫）、“③経済

的圧迫”（例えば、生活費を渡さ
ない、貯金を勝手に使われる、外
で働くことを妨害されるなど）、
“④性的強要”（例えば、いやがっ
ているのに性的な行為を強要され
る、見たくないポルノ画像等を見
せられる、避妊に協力しないな
ど）のいずれかの被害を受けたこ
とがある人は、女性23.7％、男性
16.6％となっている。（図１）
• �“①身体的暴行”“②心理的攻撃”�
“③経済的圧迫”“④性的強要”の
いずれかの被害経験を「何度もあ
った」という人は、女性9.7％、
男性3.5％となっている。
• �配偶者から何らかの被害を受けた
ことがあった人に、被害の相談を
したか聞いたところ、「だれにも
（どこにも）相談しなかった」が
女性44.9％、男性75.4％となって
いる。

図1　配偶者からの被害経験
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Report

男女間における暴力対策の推進に資するため、内閣府は、平成26年12
月に、全国の20歳以上の男女5,000人を対象として、男女間における暴
力の実態を把握するためのアンケート調査を行いました。
また、平成27年3月には、ストーカー総合対策関係省庁会議において、
被害者支援の取組や加害者対策の在り方について検討し、取組を推進
するための総合的な対策として「ストーカー総合対策」を申し合わせ
ました。

2　交際相手からの被害経験
• �女性の19.1％、男性の10.6％に被
害経験
• �交際相手から、“①身体的暴行”�
“②心理的攻撃”“③経済的圧迫”�
“④性的強要”のいずれかの被害
を受けたことがある人は、女性
19.1％、男性10.6％となっている。
（図２）
• �交際相手からの被害を受けたこと
があった人に、被害の相談をした

か聞いたところ、「だれにも（ど
こにも）相談しなかった」が女性
39.3％、男性55.0％となっている。
• �交際相手からの被害による生活上
の変化があったのは、女性55.5％、
男性33.0％となっている。

3�　特定の異性からの執拗なつきま
とい等の経験
• �女性の10.5％、男性の4.0％に被害
経験

• �ある特定の異性から執拗なつきま
といや待ち伏せ、面会・交際の要
求、無言電話や連続した電話・メ
ールなどの被害にあったことがあ
る人は、女性10.5％、男性4.0％と
なっている。
• �被害にあった人に、その被害によ
って命の危険を感じたことがある
かを聞いたところ、「感じた」は
女性28.9％、男性15.7％となって
いる。

図3　異性から無理やりに性交された経験（女性のみ）

図2　交際相手からの被害経験
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Special Feature

「男女間における暴力に関する
調査（平成26年度調査）」について

【ストーカー総合対策の概要】
　ストーカー総合対策はストーカー
被害者支援の取組や加害者対策の取
組を推進するため、6つの大きな柱
から構成されています。
○�　ストーカー事案に対応する体制
の整備
　被害者の安全の確保を最優先と
した警察における対処体制の強化
や、関係機関における被害者への
切れ目のない適切な支援体制を構
築するための相談員の質の向上、
関係機関の連携強化などの施策が

なつきまとい等の経験を有している
という結果が出ています。こうした
被害の実態や状況を踏まえ、「すべ
ての女性が輝く政策パッケージ」
（平成26年10月10日すべての女性が
輝く社会づくり本部決定）におい
て、ストーカーの総合対策を平成26
年度内を目途に取りまとめるとされ
たところです。
　本総合対策は、これに基づき、関
係省庁において、早急に行うべき対
策を取りまとめたものであり、3月
27日に公表しました。

4�　異性から無理やりに性交された
経験（女性のみ）
•被害経験は6.5％
• �これまでに異性から無理やりに性
交されたことがあるかを聞いたと
ころ、「1回あった」が3.7％、「2回
以上あった」が2.8％で、被害経験

のある人は6.5％となっている。
（図3）
• �異性から無理やりに性交されたこ
とがあった人に、加害者との関係
を聞いたところ、「配偶者・元配
偶者」が19.7％、「交際相手・元交
際相手」が28.2％、「まったく知ら

ない人」が11.1％となっている。
（図4）
• �異性から無理やりに性交されたこ
とがあった人に、被害の相談をし
たか聞いたところ、「どこ（だれ）
にも相談しなかった」が67.5％と
なっている。

関係省庁によるストーカー総合対策の取りまとめについて

【安全・安心を脅かすストーカー】
　ストーカー事案は女性の安全・安
心な暮らしを脅かすものであり、
「すべての女性が輝く社会」を実現
する上で克服すべき重要な課題です。
一方、警察庁によると、平成26年中
のストーカー事案の認知件数は
22,823件で、ストーカー行為等の規
制等に関する法律施行以降最多とな
っており、また、内閣府が行った調
査（前掲「男女間における暴力に関
する調査」）によると、女性の約10
人に1人が、特定の異性からの執拗

図4　加害者との関係

＊上記の図では、下記のように一部の選択肢を合算して表記している。
　親・兄弟・それ以外の親戚：「親（養親・継親も含む）」「兄弟（義理の兄弟も含む）」「上記以外の親戚」の合算
　知人：�「通っていた（いる）学校・大学の関係者（教職員、先輩、同級生、クラブ活動の指導者など）」「地域活動や習い事の関係者（指導

者、先輩、仲間など）」「生活していた（いる）施設の関係者（職員、先輩、仲間など）」の合算

　また、下記の選択肢は、表記を省略している。
　配偶者・元配偶者：配偶者（事実婚や別居中を含む）・元配偶者（事実婚を解消した者を含む）
　職場・アルバイトの関係者：職場・アルバイトの関係者（上司、同僚、部下、取引先の相手など）
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Report 関係省庁によるストーカー総合対策の取りまとめについて

盛り込まれています。
○　被害者等の一時避難等の支援
　一時避難場所の確保や長期的避
難のための住宅、就業等の情報提
供などの施策が盛り込まれていま
す。
○　被害者情報の保護
　被害者の情報の保護や、加害者
による被害者の住所の探索防止な
どの施策が盛り込まれています。
○　被害者等に対する情報提供等

　ストーカー被害の未然防止、被
害拡大防止の観点から、相談窓口
の周知や被害者支援情報等の積極
的な提供を行うことなどの施策が
盛り込まれています。
○　ストーカー予防のための教育等
　ストーカーの被害者にも加害者
にもならないための教育啓発の推
進や指導的立場にある教職員を対
象とした研修の充実等の施策が盛
り込まれています。

○　加害者に関する取組の推進
　加害者に対する迅速・的確な対
応や加害者更生に関する取組の推
進などの施策が盛り込まれていま
す。
　こうした対策を関係省庁等が連携
し、着実に推進していくことで、ス
トーカー被害の未然防止と適切な被
害者支援に繋がっていくことが期待
されます。



↑�ニーズごとに整理した支援情報
のページ
←トップページ

T O P I C S Part

行政施策トピックス
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「女性応援ポータルサイト」
「はばたく女性人材バンク」を開設
� 内閣府男女共同参画局推進課

　平成27年3月31日、内閣府男女共同参
画局ウェブサイトに、「女性応援ポータ
ルサイト」と「はばたく女性人材バンク」
を開設しました。ここでは、新たに開設
したこの2つのサイトを紹介します。

◆女性応援ポータルサイト

　「女性応援ポータルサイト」は、様々
なライフステージにある女性が、そのニ
ーズに合った支援情報を一元的に入手で
きるようにするものです。
　具体的には、「安心して出産をしたい」、

「地域で活躍したい」、「就業・再就職した
い」といったニーズ※1ごとに、女性が利用
できる関係府省等の支援策の概要と関係

サイトへのリンクなどを掲載しています。
　ご利用の皆様からのご意見や活用内容
を受け付ける投稿ページも用意しました。
今後も、関係団体等と連携して、更なる
掲載情報の充実や検索機能の強化などを
行って、利便性を一層高めていく予定で
す。

※1�　【ニーズの区分】　合計 約110施策
を掲載

　① 　安心して妊娠・出産・子育て・介
護をしたい

　② 　職場で活躍したい（就業・再就職
したい、働き方を見直したい等）

　③　地域で活躍・起業したい
　④　健康で安定した生活をしたい
　⑤　安全・安心な暮らしをしたい
　⑥　人や情報とつながりたい
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◆はばたく女性人材バンク

　民間企業における女性活躍を推進する
ため、政府はこれまで、経済界に対し、
役員への女性の積極的な登用を要請して
きました。これに対し、経済界からは、
役員となり得る人材の確保が困難である
との声も寄せられていました。
　こうした声を踏まえ、役員候補となり
得る女性人材の参考情報を企業に提供す
る「はばたく女性人材バンク」を内閣府
男女共同参画局ウェブサイト内に開設し
ました。
　このサイトでは、個人情報保護に細心
の注意を払い、御本人の同意を得たうえ
で、多様なバック・グラウンドを持った
国の審議会等委員経験者の女性※2の情報
について、所属審議会名や役員経験の有
無、専門分野等の情報によって検索を行
うことができるデータベースを提供して
います。また、日本公認会計士協会や日
本弁護士連合会が行っている役員候補人
材の紹介事業の窓口についても紹介して
います。
　企業における積極的な女性の登用を促

進するため、このサイトを活用し、人材
情報を参考にしていただきたいと思いま
す※3。

※2　【登録者の概要】
〔登録者数〕 約220名（うち過去10年

間に役員経験のある女
性約80名）

〔主な職業〕 大学教員、弁護士、会
社役員等

〔公開情報〕 氏名、出生年（5年刻み）、
現在の勤務先・業務内
容、保有資格、過去10
年間の役員等経験　など

※3�　「はばたく女性人材バンク」を利
用して、審議会等委員への役員就任
を依頼する際には、利用者が、適宜
の方法で直接、審議会等委員へご連
絡ください。審議会等委員の個人情
報に関し、データベースに掲載され
ていない事項に関するお問い合わせ
については、内閣府および所属審議
会の所管省庁からは一切ご回答でき
ませんのでご了承ください。
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ハイレベル・パートナーシップ・
ダイアローグ
（於：仙台国際センター）

基調講演を行う安倍総理大臣
（於：仙台国際センター）

「女性と防災」テーマ館
（於：エル・パーク仙台）

T O P I C S Part

行政施策トピックス

2

第3回国連防災世界会議

　国連防災世界会議はグローバルな防災
戦略を策定する国連主催の会議であり、
第1回世界会議（1994年、横浜市）、第2回
世界会議（2005年、兵庫県神戸市）とも
に日本で開催されました。第2回国連防災
世界会議では、2005年から2015年までの
国際的な防災の取組指針である兵庫行動
枠組（HFA）が策定されました。
　第3回国連防災世界会議は、2015（平
成27）年3月14日～18日に、仙台市で開
催され、187か国の代表、国際機関代表、
認証NGO等6千500人以上が参加し、関
連事業を含めると国内外から延べ約15万
人以上が参加する大きなイベントとなり
ました。

■�ハイレベル・パートナーシップ・ダイア
ローグ「女性のリーダーシップの発揮」

　3月14日（土）には、首脳級の参加をは
じめ幅広いステークホルダーが出席する
ハイレベル・パートナーシップ・ダイア
ローグとして、「防災における女性のリ
ーダーシップの発揮」について議論が行
われました。
　本セッションは、高市早苗総務大臣が
共同議長を務め、安倍晋三内閣総理大臣
が基調講演を行いました。
　安倍総理は、仙台市岩切地区の女性た
ちによる防災宣言や、気仙沼市の手編み
ニット工房等の事例を紹介しながら、「女
性の力強さを、防災に、災害からの復旧
に、そして災害から地域が立ち上がるた
めに、生かしていきたい。災害に立ち向
かうために女性のリーダーシップが不可
欠」、「災害に強靭な社会、つまり『レジ
リエンス』を持つ社会の構築には、女性
が原動力となることが不可欠」と述べま
した。また、スピーチの中で、日本の新

しい防災協力イニシアティブの主要プロ
ジェクトの1つとして、「防災における女
性のリーダーシップ推進研修」を開始す
ることや、本年夏に開催するWAW!  
Tokyo2015のテーマの1つとして「女性
と防災」を取り上げ、世界に向けて女性
のリーダーシップの重要性を訴えていく
ことを発表しました。
　その後のディスカッションでは、各出
席者から、統計データの収集・分析や男
性の意識改革等の重要性について発言が
ありました。

■仙台防災枠組2015－2030
　第3回国連防災世界会議では、新たな
国際的な防災の枠組である「仙台防災枠
組2015－2030」と、枠組の推進に向け
て高いレベルでのコミットメントを示し
た「仙台宣言」が策定されました。
　仙台防災枠組には、事前の防災投資、

「より良い復興（Build Back Better）」、
多様な主体の参画によるガバナンス、人
間中心のアプローチ、女性のリーダーシ
ップの重要性等、日本が重視する点が盛
り込まれました。
　また、指導原則に、女性のリーダーシ
ップの促進が明記されたほか、ステーク
ホルダーの役割としての女性とその参
加、及び、女性の能力構築が盛り込まれ
ました。

パブリック・フォーラム

　会期中、一般参加が可能なパブリック・
フォーラムとして、日本政府、地元自治
体、民間企業、学術界、NGO等、国内外
の諸団体が、仙台市内や被災隣接県会場
において、様々なシンポジウムやセミナ
ー、展示等を行いました。
　仙台市男女共同参画推進センター「エ
ル・パーク仙台」は、「女性と防災」テ

第3回国連防災世界会議について
� 内閣府男女共同参画局総務課
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外務省・内閣府・復興庁主催
ワークショップ
（於：エル・パーク仙台）

「女性と防災」企画展
（於：エル・パーク仙台）

挨拶を行う有村大臣
（於：エル・パーク仙台）

内閣府男女共同参画局の
展示ブース
（於：エル・パーク仙台）

て、目黒依子 Gender Action Platform
代表から報告があり、第2部は、「災害復
興過程における女性の活躍及び起業・活
躍における事例報告」として、宮城県、
福島県、岩手県、フィリピン、チリから
のスピーカーによる発表とディスカッシ
ョンがありました。
　第3部は、「女性の果たす役割の重要
性、女性の活躍促進と起業の成功・阻害
要因と効果的な支援メニュー」と題し
て、OECD東京センター、復興庁、オッ
クスファム・ジャパン、レディ・アジア
パシフィック、タイとニュージーランド
からのスピーカーによるパネルディスカ
ッションの後、フロアとの活発な意見交
換が行われました。

■�「女性と防災」企画展�
� （3月14日～18日）

　内閣府男女共同参画局は「女性と防
災」テーマ館の企画展に、ブースを出展
しました。
　「男女共同参画の視点からの防災・復
興の取組指針」の内容をまとめたパネル
のほか、男女共同参画局が昨年12月に福
島市で開催した「防災・復興における女
性の参画とリーダーシップ～第3回国連
防災世界会議に向けてのシンポジウム
～」の開催報告や、男女共同参画推進連
携会議「男女共同参画の視点からの防
災・復興の取組推進」チームの活動報告
等を展示しました。
　展示会場では、冊子やリーフレットを
来場者に配布したほか、前述の12月のシ
ンポジウムでのリレートークの映像を上
映しました。
　企画展で使用したパネルは、貸出可能
です。御希望の方は上記ホームページを
御覧ください。

ーマ館として、男女共同参画に関する
様々なイベントを開催しました。

■�仙台市・UNDP主催「防災における
女性のリーダーシップ」�（3月15日）

　「女性と防災」テーマ館の特別プログ
ラムとして、仙台市及び国連開発計画

（UNDP）主催のシンポジウムが開催さ
れ、有村治子内閣府特命担当大臣（男女
共同参画）が出席しました。
　開会に当たり有村大臣は挨拶を行い、

「防災・復興において女性の視点がより
活かされることは、家族の健康や安定に
直結し、地域の安全・安心につながり、
国々の活力になっていく」と述べました。
　ヘレン・クラークUNDP総裁による基
調講演では、災害による被害が女性に偏
っている男女の「レジリエンス・ギャッ
プ」に触れ、女性のリーダーシップの促
進は、災害に強い国づくりを支援する
UNDPの取組の中でも不可欠と述べ、女
性が男性と対等に参画し、リーダーシッ
プを発揮することが必要と話されました。

■�外務省・内閣府・復興庁主催「災害復
興時の女性の活躍」� （3月18日）

　3月18日（水）に、外務省、内閣府、復
興庁の主催によるワークショップが開催
されました。これは、APECワークショ
ップとして開催されたものです。
　「災害復興時の女性の活躍～地域経済
再生の視点から～」と題し、東日本大震
災やアジア太平洋地域における自然災害
からの復興過程において見られた女性の
起業と復興への貢献事例を共有するとと
もに、女性による起業の成功・阻害要因
等について、一般の参加者も交え活発な
議論が行われました。
　第1部は、「復興時の女性の経済的エン
パワーメント事例調査」の結果につい

※�総理や大臣のスピーチ全文、内閣府主催ワークショップの資料等は内閣府男女共同参画
局ホームページに掲載しています。
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図①　平均初婚年齢・母親・父親の第一子出生時の平均年齢推移 図②　性別・年代別未婚率

� 資料：総務省統計局「国勢調査報告」� 資料：厚生労働省　人口動態調査

T O P I C S Part 3

行政施策トピックス

　3月20日に新しい「少子化社会対策大
綱」を閣議決定しましたので、主な内容
を紹介します。
（1）基本的な目標の設定
　個々人が結婚や子供についての希望を
実現できる社会をつくることを、少子化
対策の基本的な目標として設定しました。
個々人の希望がかない、安全かつ安心し
て子供を生み育てられる環境の整備を進
めます。
（2）「集中取組期間」の設定
　現在の少子化の状況は、我が国の社会
経済の根幹を揺るがしかねない危機的状
況にあり、直ちに集中して取り組む必要
があります。このため、今後5年間を「少
子化対策集中取組期間」と設定し、政策
を集中投入するとともに、長期的な展望
を持って、子供への資源配分を大胆に拡
充し、継続的かつ総合的な少子化対策を
進めることとしています。
（3）5つの「重点課題」を設定
　①�子育て支援施策を一層充実させる。

　②�若い年齢での結婚・出産の希望が実
現できる環境を整備する。

　③�多子世帯へ一層の配慮を行い、3人
以上子供が持てる環境を整備する。

　④�男女の働き方改革を進める。
　⑤�地域の実情に即した取組を強化する。
（4）子育て支援施策を充実する
　全ての子育て家庭を支援する子ども・
子育て支援新制度の本格施行等により、
子育ての様々なニーズに対応するととも
に、一人一人の子供の健やかな育ちを支
援します。また、待機児童の解消や「小
1の壁」の打破に取り組みます。
（5）結婚や教育段階の支援を追加
　初婚年齢の上昇や、若い世代での未婚
率の増加が、少子化の大きな要因です。
（図①、②）若い世代の結婚の希望がか
なうような環境の整備が極めて重要であ
ることから、結婚や教育段階の支援を加
え、結婚、妊娠・出産、子育ての各段階
に応じた支援を切れ目なく行います。
　「子育て世代包括支援センター」の整

新しい「少子化社会対策大綱」に
ついて
� 内閣府子ども・子育て本部
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図③

○�概要や全文は、以下からご
覧ください。
　

らないよう、仕事と家庭の両立支援、妊
娠・出産前後での継続就業の支援、学び
直し支援、再就職支援などの充実を図る
とともに、働く場面での女性の活躍を支
援するための法的枠組みを整備します。
また、実効性のある少子化対策を進める
上で「地域」の実情に即した取組が重要
であり、また、少子化対策は地方を創生
する上で極めて重要であることから、「地
方創生」との連携した取組を進めます。
（9）社会全体で行動
　行政に加え、地域、企業など社会全体
で少子化対策を推進し、結婚、妊娠、子
供・子育てに温かい社会づくりを進めま
す。また、「見える化」やインセンティブ
付与などにより、企業の取組を促進しま
す。
（10）数値目標を設定
　子育て支援などの個別施策について、
今後5年間を目途として、数値目標を設
定し、その進捗をフォローアップするこ
ととしています（図③）。

備などにより、妊娠から子育てまでの切
れ目のない支援体制の構築に取り組むと
ともに、マタニティハラスメント防止の
取組の充実を図ります。
（6）多子世帯に対する一層の配慮
　夫婦の45％が3人以上の子供を持つこ
とを理想としている一方で、様々な面で
の経済的負担が第3子以降を持てない最
大の理由となっています。全ての子育て
家庭を支援していく中で、3人以上子供
を持ちたいとの希望を実現するための環
境を整備します。
（7）男性の意識・行動改革を促進
　男性の家事・育児への参画が少ないこ
とが少子化の原因の一つです。長時間労
働の是正に加え、人事評価制度の見直し
など経営者・管理職の意識改革を促すと
ともに、男性が出産直後から育児を行え
るよう、出産直後の休暇取得を促進しま
す。
（8）女性活躍推進や地方創生との連携
　女性が仕事か子育てかの二者択一とな
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　女性の活躍推進は、ダイバーシティ経
営を進める上での「試金石」として、企
業のイノベーション促進、グローバルで
の競争力強化に貢献すると考えられてい
ます。

1．ダイバーシティ経営企業100選
　経済産業省では、平成24年度より、女
性など多様な人材の能力を活かして、イ
ノベーションの創出、生産性向上等の成
果を上げている企業を選定・表彰してき
ました。3年目の平成26年度は、179社の
応募の中から、52社（大企業28社、中小
企業24社）を選定し（表1）、3年間で計
141社（大企業74社、中小企業67社）の
選定となりました。
　各企業の取組内容は、ダイバーシティ
経営企業100選のホームページに掲載し
ているベストプラクティス集をご覧下さ
い。また、各社の共通的な要素を抜き出
し、ダイバーシティ経営を成果につなげ
るための基本的な考え方と進め方を整理
した「価値創造のためのダイバーシティ
経営に向けて」と、これに対応する各社
の事例を紹介する「取り組みのアイデア
リスト」を収録しています。
　

　今年度は、これまで選定した141社の
好事例の発信とともに、ダイバーシティ
経営のさらなる普及と発展を目指すべ
く、長時間労働削減等の男女を問わない
「働き方改革」、女性の「職域の拡大」、
外国人・高齢者などの活躍事例など、こ
れまで事例の少ない分野を積極的に表彰
する方向で検討します。公募時期は、6月
～8月頃を予定しています。

2．なでしこ銘柄
　「なでしこ銘柄」選定の取組は、「ダイ
バーシティ経営企業100選」と同様、平
成24年度より、開始しました。東京証券
取引所と共同で、女性活躍推進に優れた
上場企業を、「中長期の成長力」のある
優良銘柄として投資家に紹介することを
通じて、各社の取組を加速化していくこ
とを狙いとしています。平成24年度は、
17社、平成25年度は26社を、平成26年度
は、選定枠を拡大して、業種ごとに40社
を選定しました。（表2）年々、主要な実
績データの開示が進み、一次スクリーニ
ングを通過する企業が、185社→384社
→571社と大幅に増加しています。
　選定企業の女性活躍推進状況について
は、平成26年度「なでしこ銘柄」レポー
トにまとめております。また、本レポー
トでは、新規登用管理職に占める女性比
率の高い企業を、足元で女性人材の登用
を特に加速させている企業として、リス
トアップしています。さらに、日本企業
における女性活躍推進の現状として、
「なでしこ銘柄」選定のスコアリング基
準の各項目の開示状況や好事例を紹介し
ています。
　

　毎年、最新の「なでしこ銘柄」を一か
ら選びなおす形で、今年度以降も、継続
的に行っていきたいと考えています。

3．パネルディスカッション
　「ダイバーシティ経営企業100選」の表
彰式と「なでしこ銘柄」の発表会を3月
18日に行いました。その際、過去の選定
企業を代表して、日産自動車株式会社の
志賀俊之代表取締役副会長とサイボウズ
株式会社青野慶久代表取締役社長をパネ

成長戦略としての女性活躍推進
～ダイバーシティ経営企業
　100選・なでしこ銘柄～
�経済産業省 経済産業政策局 経済社会政策室
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　リストにお迎えし、「働き方改革と男性
社員の巻き込み方」について、ご議論い
ただきました。その模様は、こちらから
ご覧になれます。

＜100選：52社＞
建設業 大成建設株式会社 東京都新宿区
製造業 健康とうふ株式会社（★） 北海道苫小牧市

ヱビナ電化工業株式会社（★） 東京都大田区
株式会社上島熱処理工業所（★） 東京都大田区
株式会社栄鋳造所（★） 東京都八王子市
株式会社ジーベックテクノロジー（★） 東京都千代田区
株式会社ポーラ 東京都品川区
株式会社LIXILグループ 東京都千代田区
カルビー株式会社 東京都千代田区
大日本印刷株式会社 東京都新宿区
電化皮膜工業株式会社（★） 東京都大田区
バクスター株式会社 東京都中央区
新潟ワコール縫製株式会社（★） 新潟県新潟市
株式会社福光屋（★） 石川県金沢市
富士特殊紙業株式会社 愛知県瀬戸市
株式会社三輝ブラスト（★） 大阪府八尾市
株式会社ナガオカ（★） 大阪府貝塚市
川村義肢株式会社 大阪府大東市
山陽特殊製鋼株式会社 兵庫県姫路市
株式会社エフピコ 広島県福山市
株式会社西部技研（★） 福岡県古賀市

電気・ガス・熱供給・水道業 中部電力株式会社 愛知県名古屋市
大阪ガス株式会社 大阪府大阪市

情報通信業 株式会社日立ソリューションズ 東京都品川区
株式会社プロアシスト（★） 大阪府大阪市

運輸業、郵便業 株式会社日立物流 東京都江東区
東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区

卸売業、小売業 株式会社佐藤金属（★） 宮城県岩沼市
イオン株式会社 千葉県千葉市

卸売業、小売業 株式会社ふらここ（★） 東京都中央区
株式会社三越伊勢丹 東京都新宿区
株式会社ローソン 東京都品川区

金融業、保険業 株式会社千葉銀行 千葉県千葉市
アフラック
（アメリカンファミリー生命保険社）

東京都新宿区

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区
日本GE株式会 社東京都港区
三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区
明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区
日本生命保険相互会社 大阪府大阪市

不動産業、物品賃貸業 ヒューリック株式会社（★） 東京都中央区
株式会社ファースト・コラボレーション（★）高知県高知市
拓新産業株式会社（★） 福岡県福岡市

宿泊業、飲食サービス リゾートトラスト株式会社 愛知県名古屋市
生活関連サービス業、娯楽業 株式会社ジェイティービー 東京都品川区
複合サービス事業 株式会社ラッシュ・インターナショナル（★）愛知県名古屋市

株式会社パソナグループ 東京都千代田区
株式会社武蔵境自動車教習所（★） 東京都武蔵野市

サービス業
（他に分類されないもの）

株式会社サンスタッフ（★） 愛知県刈谷市
株式会社美交工業（★） 大阪府大阪市
株式会社ミライロ（★） 大阪府大阪市
三洋商事株式会社（★） 大阪府東大阪市
有限会社奥進システム（★） 大阪府大阪市

＜促進事業表彰：2社＞
サービス業
（他に分類されないもの）

株式会社リクルートマネジメントソリュー
ションズ

東京都千代田区

株式会社ビースタイル 東京都新宿区
★…中小企業（従業員数300人以下）

表1　ダイバーシティ経営企業100選（平成26年度）

銘　柄
コード 企　業　名 業　種 24年度 25年度

1925 大和ハウス工業 建設業
1928 積水ハウス 建設業 ●
2229 カルビー 食料品 ●
2587 サントリー食品インターナショナル 食料品
3402 東レ 繊維製品 ● ●
3880 大王製紙 パルプ・紙
4452 花王 化学 ●
4971 メック 化学
4519 中外製薬 医薬品
5020 JXホールディングス 石油・石炭製品
5108 ブリヂストン ゴム製品 ●
5332 TOTO ガラス・土石
5411 ジェイエフイーホールディングス 鉄鋼 ●
5713 住友金属鉱山 非鉄金属 ● ●
5938 LIXILグループ 金属製品 ●
6301 小松製作所 機械
6367 ダイキン工業 機械 ●
6501 日立製作所 電気機器 ●
6502 東芝 電気機器
7012 川崎重工業 輸送用機器

銘　柄
コード 企　業　名 業　種 24年度 25年度

7201 日産自動車 輸送用機 ● ●
7731 ニコン 精密機器 ● ●
7862 トッパン・フォーム その他製品 ●
9532 大阪瓦斯 電気・ガス業 ●
9005 東京急行電鉄 陸運業 ● ●
9101 日本郵船 海運業 ●
9201 日本航空 空運業
9433 KDDI 情報・通信業 ● ●
9719 SCSK 情報・通信業
8002 丸紅 卸売業
8031 三井物産 卸売業
2651 ローソン 小売業 ●
7606 ユナイテッドアローズ 小売業
8308 りそなホールディングス 銀行業
8316 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 ●
8601 大和証券グループ本社 証券、商品先

物取引業
8750 第一生命保険 保険業
8933 エヌ・ティ・ティ都市開発 不動産業
2128 ノバレーゼ サービス業
2749 JPホールディングス サービス業

表2　平成26年度「なでしこ銘柄」選定企業一覧（業種順、業種内では銘柄コード順）
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くりた・ちず／同志社大卒業後、平成9年陸上自衛隊入隊。第5高射特科群（八戸）、第2高射
特科群第336高射中隊長（松戸）、国連東ティモール統合ミッション（UNMIT）軍事連絡要員、
統合幕僚監部防衛計画部防衛課防衛交流班等を経て、平成26年12月よりNATO勤務。

Kurita Chizu

岸田外相訪問時の献花ともに、
NATO本部正面玄関にて

岸田外相のNATO訪問時。
左から、特別代表、外務大臣、筆者

連載

NATO事務総長特別代表（女性、平和、安全保障担当）補佐官　栗田 千寿
NATOでの勤務 ⑴

　昨年12月、北大西洋条約機構（NATO）
に派遣されてから約5カ月が経ちました。
「女性・平和・安全保障担当NATO事務
総長特別代表」のアドバイザーとしての
勤務は想像以上に新鮮で、学ぶことの多
い日々です。今回から、「女性・平和・
安全保障」や「ジェンダー」の分野にお
けるNATOの取組みや印象等についてお
伝えしていきます。
　筆者は陸上自衛官ですが、現在は
NATO本部の国際事務局という文民組織
に所属し、制服からスーツに着替えての
勤務です。NATOは巨大な組織で、ブリ
ュッセルにあるNATO本部、その隷下の
各コマンド、そしてNATOの作戦を行う
各部隊等から構成されます。NATOでは
「女性・平和・安全保障」に関する政策や
「行動計画」が存在し、これらに基づき、
NATOの全てのレベル（垂直的）及び全
ての業務（水平的）への「ジェンダー視
点」の反映を追求しており、軍事に関わ
る機関としては国際的にも先進的な取組
みを推進しています。
　NATOの問題認識の背景には、国際社
会が直面してきた「紛争下の性的暴力」
があります。ここには「兵器としてのレ
イプ」も含まれ、現在もなお人間の安全
保障上喫緊の課題となっています。
NATOは、NATO主導の作戦を通じて、
ジェンダーの視点を政策や作戦に反映す
ることが作戦地域の安定化や現地女性等
の安全保障に資することを、経験として
学んできました。そして、これらの経験
を蓄積し、必要な政策がNATOのあらゆ
る作戦や活動に反映されるよう「行動計
画」を作成して各種施策を推進している
というわけです。
　紛争下の性的暴力の課題に対し、安倍

総理大臣は14年9月の国連総会において、
日本は国際社会の先頭に立ってリードし
ていく、と宣言しており、この分野にお
ける日本とNATOの方向性は一致してい
ます。NATO本部ではアジア系は珍し
く、筆者は周囲の人に不思議な顔をされ
ることもありますが、紛争下の性的暴力
を許さない国である日本から来たのだと
胸を張って勤務しています。
　ところで、ジェンダー関連の職務とい
うと、女性職員ばかりというイメージで
はないでしょうか。でも、NATOでは多
くの男性職員が携わっています。例え
ば、NATO国際軍事局のジェンダーアド
バイザーは男性（スペイン陸軍中佐）で
すし、NATO本部内の「ジェンダータス
クフォース」という部署横断的な組織で
は、関係者の4割近くが男性です。彼ら
はごく自然にそのポストに就いて、各種
課題に熱意をもって当たっています。も
ちろん最初は戸惑ったけど、と付け加え
つつ。NATOではそれだけジェンダーに
関する認識が浸透していることを感じま
すし、女性職員の側も「女性vs男性」と
いう対立構図になることなく、ごく自然
に男性と女性が協力している、という印
象を受けています。
　今年は国連安保理決議1325号から15周
年の節目の年にあたり、世界各地で多く
の関連イベントが予定されており、筆者
のオフィスも忙しくなりそうです。今
後、これらについても報告していきたい
と思います。
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女性管理職比率と女性支店長数の推移

各コミュニティ・セミナーの位置づけ

※�グループ8社（セブン＆アイ・ホールディン
グス、セブン-イレブン・ジャパン、イトー
ヨーカ堂、そごう・西武、ヨークベニマル、
セブン＆アイ・フードシステムズ、セブン
銀行、赤ちゃん本舗）合計
　役員は5月末現在（2015年のみ2月末）で
監査役を含む。

セブン&アイHLDGS.
女性管理職比率の変化

「Women’s�College」入学式

取組事例ファイル／企業編

　セブン＆アイ・ホールディングスで
は、店舗を利用されるお客様の多くが女
性であることから、女性をさらに戦力化
することがお客様満足の向上に繋がると
考えています。また、持続可能な企業の
競争力や価値を高めるためには、女性の
活躍推進が重要課題であると捉え、積極
的に取組みを推進しています。
　2012年には「セブン＆アイグループダ
イバーシティ推進プロジェクト」を設置。
2016年2月末までの4つの目標（①女性管
理職比率　課長級以上20％達成、係長級
以上30％達成、②男性の育児参加促進、
③従業員満足度の向上、④社会的評価の
向上）を設定して取組みを進めています。
　またセミナーやコミュニティ活動によ
る意識啓発として多様な人材が活躍でき
る風土の醸成を目的に、様々なコミュニ

自ら考え学び続ける風土作りを進めてお
ります。
　また、企業内保育施設の設置や、育児
休暇者と先輩ママとの情報交換会「マ
マ・ドゥ・カフェ」の開催など、女性が
働きやすい環境づくりにも力を入れてお
ります。
　一方、上司および男性の意識改革を目
的に「イクボスセミナー」を開催。上司
のマネジメントにより女性の成長を後押
しながらやりがいを高め、ならびに長時
間労働を始めとした働き方の見直しにも
取り組んでおります。
　今回の受賞により、行内の機運が一層
高まる中、男女問わず意欲と能力のある
人材が力を発揮でき、全職員が働き甲斐
を実感し続けられる職場創りに向け、今
後とも積極的に取り組んでまいります。

　当行では、女性活躍機会拡大に向けて
平成24年に、女性の管理職を平成30年3
月31日までに30％まで引き上げる「Plan30」
を制定しました。「女性の活躍なしには
当行の成長はない」という確固たる信念
のもと、女性行員の能力開発とキャリア
形成の促進、女性が働きやすい環境づく
りを行っております。平成27年4月1日現
在で、女性管理職比率は28.4％、女性支
店長は全82か店中17名に登っております。
　女性活躍に向けた取組みとして、女性
の意欲向上を図ることを目的に女性によ
る女性のための推進チーム「RiSE」を
発足し、地区別セミナーを継続開催して
いる他、幅広い層の女性行員を対象とし
た企業内大学「Women’s College」を開
校。挑戦意欲とビジネススキルの向上
等、新たな強みをつくることを目指し、

ティ活動やセミナーを実施しています。
　子育て中の女性社員を対象とした「マ
マ'sコミュニティ」、女性管理職のネット
ワーク作りやスキルアップを図っている

「Women's Management Community」、
男性の育児参加を促進する「イクメン推
進プログラム」に加え、2014年からは管
理職の意識変革を目的とした「ダイバー
シティ・マネジメントセミナー」も実施
しています。仕事と育児・介護を両立し
ている部下とのコミュニケーションの促
進を目的とした「ダイバーシティ・マネ
ジメントハンドブック」も配布し、多様
な人材を活かせる管理職の育成を図って
います。今後はさらに取組みを深化さ
せ、多様性を企業の競争力強化に繋げて
いきます。

女性の活躍による企業競争力の強化
セブン＆アイ・ホールディングス

全職員が働き甲斐を実感し
続けられる職場づくりに向けて

北都銀行
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3 News 国立女性教育会館（NWEC）

「実践ガイドブック 大学における
男女共同参画の推進」刊行

4 Info 国立女性教育会館（NWEC）

「地域における男女共同参画推進リーダー研修
〈女性関連施設・地方自治体・団体〉」参加者募集

2 News 内閣府

ひとりで悩んでいませんか？「DV相談ナビ」

1 News 内閣府

平成27年度「男女共同参画週間」
キャッチフレーズを決定しました！

6 Info 厚生労働省

全国に女性就業支援専門員を派遣します
（平成27年度 厚生労働省委託女性就業支援
全国展開事業）

5 Info 内閣府

食育推進全国大会でパパ料理と
共食について考えましょう！

　地域での男女共同参画を推進するリーダーを対象とした
研修を5月20日（水）から22日（金）で開催します。全国の女性
関連施設・地方自治体・女性団体のリーダーが男女共同参
画を推進するために必要とする知識・企画力・実践力を身
につける高度で専門的な研修です。
　テーマは「一人ひとりの女性が活躍する社会を目指して」
　詳細はこちら
　

　「大学等における男女共同参画に関する調査研究」（平成
25-26年度）の成果を踏まえ、ガイドブックを刊行しました。
　基礎編「男女共同参画の基本をおさえる」と実践編「具
体的な取組みや実践事例を知る」に分けて、大学における
女性研究者支援及び男女共同参画を推進する上で必要な情
報や事例をまとめました。是非ご活用ください。
　入手方法と詳細目次はこちら
　

　内閣府では、配偶者等からの暴力に悩んでいる方が、全
国共通の電話番号（0570-0-55210）にかければ、発信地等の
情報から当該都道府県内の相談機関に電話を自動転送する
サービスを実施しています。
　これにより、相談機関の名称や電話番号を知らない方で
も、簡便かつ迅速に相談機関にアクセスすることができ、
適切な支援（一時保護等）を受けることができます。
詳細はHPをご覧ください。HP 

　平成27年度は「身近な女性の活躍を地域ぐるみで応援す
るキャッチフレーズ〜女性の力を活かして元気な地域社会
をつくるために〜」を募集し、応募総数2,331点の中から、
厳正な審査の結果、「地域力×女性力＝無限大の未来」（千
葉県、坂本直哉さん）に決定しました。
※ 男女共同参画週間やキャッチフレーズに関する詳細につ

きましては、以下のサイトをご覧ください。

　全国的な女性就業支援（就業促進、健康保持増進）の充
実を目的として、各地の女性関連施設等、“支援する立場の
方”をバックアップする事業を実施します。
　ご依頼により、女性就業支援専門員を派遣して、セミナ
ー・研修会等を実施します。詳しくは、事務局までお気軽
にお問い合わせください。
【対　象】�女性関連施設（男女共同参画センターなど）、地

方自治体、労働組合、女性団体
【テーマ】 女性労働に関わるテーマ（女性の活躍推進、働く

女性のライフステージと健康、ワーク・ライフ・
バランス等）や、事業企画・実施に関わるテーマ

（相談、講座企画等）
【内　容】 全国の女性関連施設等が、その職員対象に実施す

るセミナーや研修会、一般（主に働く女性）対象
に実施する事業への支援

【費　用】講師派遣に関わる費用は無料です
　　　　 （その他経費は実施団体のご負担となります）
【問合せ】女性就業支援全国展開事業　事務局
　　　　 一般財団法人女性労働協会　TEL 03-5444-4151
　　　　 HP 

　第10回食育推進全国大会 inすみだ2015（主催：内閣府・
東京都墨田区・第10回食育推進全国大会すみだ実行委員会）
を、6月20日・21日、東京都墨田区にて開催します。父親が
家族のために日常的に作る「パパ料理」等共食について意
見交換を行う交流セッションを始めとしたテーマ別ワーク
ショップや交流セッション、食育推進のための展示や講演
会、イベント等が行われます。入場無料です。
【日　時】�平成27年6月20日（土）10：30〜17：00、21日（日）

10：00〜16：30
【会　場】 江戸東京博物館、国際ファッションセンター、墨

田区総合体育館等墨田区内各所
【大会テーマ】 夢をカタチに！未来につなぐ豊かな食育〜手

間かけて“食で育む”人とまち〜
【内　容】•  開会式（食育推進ボランティア表彰等）、ワーク

ショップ、交流セッション（意見交換会）、講演会等
　　　　 •  国、地方公共団体、関係団体等による展示やイ

ベント等
　ワークショップ等事前応募（5月25日締切）が必要な企画
があります。詳しくは以下のホームページをご覧ください。
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新潟市男女共同参画推進センター　アルザにいがた
新潟市市民生活部男女共同参画課

男女共同参画センターだより

　新潟駅から徒歩7分、交
通の便も良い市の中心地に
立つ新潟市万代市民会館の
3Fに当センターがあります。
児童センター、コミュニティ
ーセンター、若者支援セン
ターやひきこもり相談支援
センターがあり、子どもか
ら高齢者まで幅広い世代が
利用している複合施設です。
　1991年8月に「新潟市女性
センター」としてオープン。
その後、2005年の新潟市男

した方が大勢いました。「お
ふくろの味」もいいですが、

「パパの味」も目指してほ
しいです。
　2つ目は働く女性向けの
講座を新設しました。女性
の活躍とは言うけれど、ま
だまだ壁だらけ。困難な場
面に遭遇した時、他の女性
たちはどんな工夫をしてい
るのか。参加者同士が自分
にとっての最善の方法を考
えます。

やすい施設を
目指してきま
した。
　「アルザに
いがた」は、
男女共同参画
を推進する拠
点施設として、さまざまな
講座の開催や、相談事業、
情報・図書の提供、また、
個人・グループの活動やネ
ットワークづくりの支援を
しています。
　昨年度の新たな試みを3
つご紹介します。
　1つ目は子育て期の男性
向けの講座で初めて調理実
習をしました。調理初心者
パパがほとんどでしたが、
家でもやってみる！と宣言

分の中にある無意識の男女
の役割像に気づくことから
始まり、男女ともに生きや
すい社会にするためには何
が必要なのかを考えたカフ
ェでは若い人たちのエネル
ギーを感じました。
　「アルザにいがた」は今
年24年目を迎えます。柳都
新潟、これからも新しい風
を感じながら、柳のように
しなやかにチャレンジして
行きます。

男子会×女子
会 in アルザに
いがた～ウチ
らの未来ぶっ
ちゃけ作戦会
議！」を開催
しました。自

　男女共同参画週間のキャ
ッチフレーズが決定しまし
た。今、キャッチフレーズ
に合わせたポスターの作成
中です。どのようなポスタ
ーが出来上がるかを楽しみ
にしていてください。応募
いただいた多くの皆様方あ
りがとうございました。
　明け方にホトトギスの声
で目が覚めました。初鰹と
ともに初夏を表すものにも
なっていますね。桜も終わ
り、初夏の装いです。
 （編集デスク　T.T）

【表紙について】
　平成27年度のイラスト
は、未来に向かって歩み続
ける女性をシルエットで表
現し、各号の特集や季節感
を反映したものを配置しま
す。

【5月号表紙】
　今起きていることを知る
ことが、暴力のない社会へ
踏み出す一歩となります。

イラストレーション/
星野明子

女共同参画推進条
例施行に合わせて
名称を「新潟市男
女共同参画推進
センター」に変更
し、男性も利用し

　3つ目は若い人
たちがアルザにや
って来ました。大
学生・専門学校生
を対象にワール
ド・カフェ「100人

学生のワールド・カフェ



内閣府
男女共同参画局“Kyodo - Sankaku” 5

男女共同参画局英文パンフレット


	hyo1_1505.pdf
	hyo2_1505.pdf
	mokuji_1505.pdf
	02-05_Tokusyu_1505.pdf
	06-07_topics1_1505.pdf
	08-09_topics2_1505.pdf
	10-11_topics3_1505.pdf
	12-13_topics4_1505.pdf
	14_Rensai_1505..pdf
	15_jireikigyo_1505.pdf
	16_News-Info_1505.pdf
	hyo3_1505.pdf
	hyo4_1505.pdf

